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厚生労働行政推進調査事業 
障害者政策総合研究事業(精神障害分野) 

精神障害者の地域生活支援を推進する政策研究 
 

市区町村による精神保健医療福祉システム整備進捗の 
Web の作成に関する研究 

 

研究分担者：吉田光爾 1,2 

協力：株式会社アクセライト 

1) 昭和女子大学人間社会学部  

2) 国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所 社会復帰研究部 

 

要旨 

目的：市区町村が精神保健医療福祉システムの整備状況について全国との比較の中で把握でき

る＝「見える化」する Web データベースを、他データベースとの関連も踏まえながら構築する。 

方法：分担研究者が別途担当している、厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総合研究事業

(精神障害分野)『精神障害者の地域生活支援の在り方とシステム構築に関する研究』における 

市区町村による精神保健医療福祉資源整備進捗の Web データベースシステムの構築に関する研

究成果を活用し、より洗練された形での「見える」化システムを検討する。 

結果：前述のデータベースシステムを活用・発展させ、市区町村の各社会資源の整備状況（全

国平均値と比較した場合の多寡、圏域ごとの資源整備状況、次年度以降の 630 調査と関連させ

た 1年以上入院者の居住地などを、市区町村レベルのマップに表示することを検討する。 

考察：現在、このデータベースは WAMNET 由来の福祉事業所情報に依拠しており、この延長線上

でも、上記の新しいインターフェースは開発可能である。しかし WAMNET データは都道府県によ

る情報提出に依存しており、更新頻度は自治体によって異なるなどデータ精度に課題がある。

こうした点を改善するためには、研究事業として市町村に精神障害に対する取り扱い事業所を

確認する調査を 3年に一回程度実施するなどの手法をとることが考えられる。 

 

A.研究の背景と目的 

 精神保健医療福祉の支援体制整備について

は、精神疾患が五大疾病として医療計画に位

置付けられたこと、障害者総合支援法に基づ

く障害福祉計画の作成が求められることなど、

市区町村・都道府県がその計画を主体的に立

てることが求められている、しかし、自治体

がこうした計画を構築するにあたり参照でき

るための各種統計資料は散在しており、地域

特性・地域リソースを反映した統合的な資料

としてまとまってはいない。また、特に障害

者総合支援法を中心にサービスの提供者とし

て市区町村への期待が高まる一方で、各種の

統計資料は都道府県単位で成果がまとめられ

ていることが多く、サービスの提供・計画の

策定と、情報・課題の把握の間にギャップが

存在する。そこで各市区町村が全国や各都道

府県内の他の自治体との比較・参照の中で、 

 

それぞれの精神保健医療福祉のサービスの整 

備状況を把握することができるシステムを開

発することは、今後の精神保健医療福祉の支

援体制整備を促進する効果があると考えられ

る。特に結果のフィードバックの即応性・既

存の統計資料を活用することなどを踏まえ、

こうした資料参照のシステムは ICT 技術・Web

システムを活用してデータベース構築するこ

とが適当と考えられる。 

 分担研究者である筆者は、厚生労働科学研

究費補助金 障害者対策総合研究事業(精神

障害分野)『精神障害者の地域生活支援の在り

方とシステム構築に関する研究』における 

市区町村による精神保健医療福祉資源整備進

捗の Web データベースシステムの構築に関す

る研究で、福祉資源の整備状況に関する web

シ ス テ ム を 構 築 し た 。（ URL: 

http://mental-health-welfare.jp/） 
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しかし、本システムは、当該自治体の精神

保健医療福祉の整備状況に関する情報を、全

国平均値との比較でみることはできるものの、

他の特定の自治体との比較で検討できるもの

ではなかった。また表示方法もレーダーチャ

ート形式を使っているが、同一県内の他の市

区町村の情報を空間的に把握できるものでは

なかった。 

そこで本研究では、当該研究をひきつぎつ

つ、市区町村が精神保健医療福祉システムの

整備状況についてより視覚的に「見える」シ

ステムを構築するための検討を行った。 

 

B.方法 

 厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総

合研究事業(精神障害分野)『精神障害者の地

域生活支援の在り方とシステム構築に関する

研究』における市区町村による精神保健医療

福祉資源整備進捗の Web データベースシステ

ムの構築に関する研究成果を活用しつつ、よ

り視覚的に把握しやすいデータベースシステ

ムを検討する。 

1)当該データベースに収集・結合される情報 

 データベースに統合される情報として以下

を収集されている。 

① 医療機関に関する情報（既存） 

 医療資源に関する情報として、地方厚生局

で 2016 年 4 月に開示されている『保健医療機

関の指定等一覧』の情報から、 

・精神科病院数（有床） 

・精神科病床数 

・精神科診療所数（標ぼう） 

 を収集した。また、厚生労働省の『介護事

業所・生活関連情報検索』より、2016 年 8月

に検索を行い、 

・訪問看護（訪問看護ステーション）数（※

介護事業所として登録されている事業所中、

事業所情報に精神疾患を対象としている内容

を含む事業所） 

 の情報が収集されている。 

② 福祉事業所に関する情報（既存） 

 社会福祉資源に関する情報として、独立

行政法人福祉医療機構による Web サイト

（WAMNET）のデータより、2016 年 8 月に検索

を行い、以下の事業所数が市町村ごとに把握

されている。 

・相談支援事業者数（計画相談） 

・相談支援事業者数（地域移行） 

・相談支援事業者数（地域定着） 

・居宅介護 

・重度訪問介護 

・行動援護 

・重度障害者等包括支援 

・同行援護 

・短期入所(ショートステイ) 

・療養介護 

・生活介護 

・自立訓練(機能訓練) 

・自立訓練(生活訓練) 

・就労移行支援(一般型) 

・就労移行支援(資格取得型) 

・就労継続支援(A型) 

・就労継続支援(B型) 

・施設入所支援 

・共同生活援助 

・宿泊型自立訓練 

・施設入所支援 

・共同生活援助 

・宿泊型自立訓練 

 

③ 市区町村に関する情報（既存） 

 当該市区町村に関する情報については 

2015 年『住民基本台帳に基づく人口、人口

動態及び世帯数』より人口を、2010 年度『国

勢調査』より高齢化率・人口密度を、2015 年

度『総務省自治財政局「地方財政統計年報」』

より歳入・財政力指数を、2014 年度『医療施

設調査』より医療機関数を、2016 年 8 月に検

索を行い WAM-NET における総合支援法事業所

がされている。 

 

④ 市区町村から収集する情報 

 なお上記の情報は公開されている既存のデ

ータベースから把握可能であるが、活動を把

握する指標としては十分ではなく自治体から

独自に入手する必要のある情報が存在する。

それらとして平成 25年度における以下の情

報を市町村より収集されている。 

・自立支援医療給付件数 

・精神障害者保健福祉手帳給付数（等級別） 

・計画相談件数 

・地域移行件数 
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・地域定着件数 

・地域活動支援センターⅠ型事業者数 

・地域活動支援センターⅡ型事業者数 

・地域活動支援センターⅢ型事業者数 

・居住サポート事業 

・障害福祉予算 

 

上記の変数を用いたうえで、どのような新た

な Web 閲覧システムが構築可能かを検討した。 

 

C.結果 

1)WEB データベースの仕様（案） 

ウェブデータベースは以下の形を現在、検

討中である。 

① 担当者のログイン画面 

 都道府県・市区町村担当者に対して郵送で

送られる ID とパスワードでログインする。

(図 1)。なおシステムは都道府県単位で共通

パスワードとする。 

② 現在の社会資源の多寡の表示(実数) 

 当該データベースに登録されている各社会

資源の実数を市区町村単位で表示する (図 2)。 

③ 現在の社会資源の多寡の表示(人口 10万

人あたり) 

 当該データベースに登録されている各社会

資源の多寡を人口 10万人あたりの数値に変

換し、市区町村単位で表示する (図 3)。なお

全国平均値を基準とし、各市区町村の多寡を

色別に表示する。 

④ 現在の社会資源の多寡の表示（圏域別） 

 上記の情報を市区町村単位のみではなく、

二次医療圏域・障害福祉圏域・精神医療圏域

など、複数の市区町村にわたったエリアごと

に表示されるようにする。 (図 4) 

⑤ 今後のサービス予測 

 今後の人口の増減、また各障害福祉サービ

スの延びの実績値（都道府県単位）をもとに、

今後の社会資源請求数の伸びを表示すること

も可能である。ただし障害福祉サービスの延

びはあくまで実績値をもとにした予測曲線で

あり、本来の必要量とは異なる概念であり、

この表示には検討が必要である。（ホームヘル

プサービスを例にして図 5・図 6に表記） 

⑥ 事業所の散布図 

 データベースには各事業所の住所データが

含まれているため、実際の事業所の散布図を

描くことが可能である。これにより、事業所

の集中・分散を視覚化して表示することがで

きる。また事業所の利用検索システムとして

はマッピングすることは広く市民にとって有

効かもしれない。 

⑦ 1 年以上入院患者の現在入院地 

 厚生労働行政推進調査事業費補助金 障碍

者政策総合研究事業（精神障害分野）「精神科

医療提供体制の機能強化を推進する政策研

究」（山之内班）では現在、630 調査の改定を

おこなっている。そこでは 1年以上入院患者

の現住所地を個票で把握する予定であるため、

本研究班はそれと連動し、特定の自治体に元

住所のある 1年以上入院患者の現在入院地を

グラフ上で表示する。これにより、退院促進

を検討する際には、どの市区町村が連携して

体制を組んでいかなければならないかを把握

することができる。 

 

D.考察 

1）今後の課題 

現在、このデータベースは WAMNET 由来の福

祉事業所情報に依拠しており、この延長線上

でも、新しいインターフェースは開発可能で

ある。しかし、WAMNET データを所管している

独立行政法人福祉医療機構に確認したところ、

データは都道府県による情報提出に依存して

おり、更新頻度は自治体によって異なるとの

ことである。また事業所に掲載されている支

援対象の情報も必ずしも正確ではなく、デー

タとしての精度が必ずしも十分でないといえ

る。 

こうした点を改善し、データ精度を高める

ためにはいくつかの案を挙げることができる。

1つには研究事業として市町村に精神障害に

対する取り扱い事業所を確認する調査を 3年

に一回程度実施する手法である。すなわち

WAMNET上で確認される当該市区町村での事業

者をリスト化、市町村担当者に送付し、精神

の取り扱いについて確認してもらうという手

法である。もう一案は『社会福祉施設等調査』

による事業所住所地の公開が可能であれば、

事業所の存在情報の精度は極めて高くなる。

しかし、社会福祉施設等調査の情報には、各

障害の取り扱いの有無の項目がないため、こ

の点をどのようにクリアするのかという点が
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あり、来年度にかけては各担当部署と調整の

うえ、妥当な方法を検討をしていく予定であ

る。 

また 630 調査との連携に関しては、今回の

データ取得に事業者番号・住所地情報を追加

することを予定している。 

新たな 630 調査での調査内容には「同一法

人・関連法人での設置施設の有無」において

『事業者番号』を加えることが検討されてい

る。これにより、分担研究班の障害福祉サー

ビスのデータと連結可能になるため、市区町

村内にある障害福祉関連施設中における、精

神科病院との緊密な連携事業所の割合が算出

できるなど、新たなデータ提供が可能になる

と考えられる。 

これらを通じて、都道府県・市区町村など

が障害福祉計画を作成する際の参考となる必

要なデータを提供するシステム構築を模索し

ていく。 

E.健康危険情報 

 なし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

 なし 

2.学会発表 

 なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

 なし 

2.実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 

 

H．その他
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